
■特集　鳥取市が「脱炭素先行地域」に選定

本市がめざす脱炭素のまちづくり
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　今回の提案は、株式会社とっとり市民電力、株式会社山陰合同銀行、公立鳥取環境大学
と本市の４者で共同提案しました。若葉台エリア、佐治町エリアを対象とし、各エリアの
特徴を生かしながら、地域共生型再生可能エネルギーを最大限導入し、エネルギーを地産
地消することで脱炭素社会の実現を目指します。

脱炭素を通じた新しい社会づくり
　所有からサービス利用への転換によって誰一人取り残さない再生可能エネルギー利用を実現
　脱炭素に関連したビジネスの創出と地域経済の持続的発展
　CO2 排出ゼロの EV（電気自動車）により便利で経済的な移動を実現
　地域で作られるエネルギーを使うことで電気代削減と災害時の利用を実現
　地域資源を活用した農林業振興と地域交通システムの再構築で中山間地域の再生・持続
モデルを実現

RE:Birth（再エネ創出）で進める地域脱炭素と
	 	 	 	 地域の Rebirth（進化・再生）

● 事業者が戸建住宅・施設に無償で太陽
光発電設備を設置して、電気を供給

●  EV（電気自動車）の新交通サービス
の実施

●公立鳥取環境大学の ZEB 化※の推進
　※ ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディ

ングの略で、再生可能エネルギーの導
入や省エネにより、消費する一次エネ
ルギーの収支をゼロにすることを目指
す建物

若葉台エリアでの取り組み 佐治町エリアでの取り組み

● 小水力発電や太陽光発電、バイオマス
発電など、地域資源を生かした再生可
能エネルギーの導入

● 公用車、コミュニティバス（地域交通
バス）の電動化など

EVバス

小水力発電

EV公用車

公共施設
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地域脱炭素を推進するモデル
地区で取り組みを進める

2050年
ゼロカーボンシティを表明

2030年度までに
カーボンニュートラルを実現

SDGs 未来都市に選定
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